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序　　　　　文

南スーダン共和国は 2011 年 7 月 9 日にアフリカ大陸で 54 番目の国家として独立し、現在、急

速に復興が進んでいます。

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、南北スーダン間の包括和平合意（CPA）締結直後の

2005 年から南部スーダン政府（当時）を相手として、日本政府の掲げる「平和の定着」に貢献す

ること及び長期的な開発に貢献することをめざした支援を実施しています。

南スーダンは歳入の 98％を石油収入に依存するといわれており、代替産業の強化が不可欠で

す。このため、南スーダンは農業振興を最も注力すべき開発目標としています。しかしながら、

多くの農家は自給自足レベルであり、農業普及員、コミュニティー開発官といった農業普及制度

も適切に機能していない状況にありました。

このような状況下、日本国政府は、南部スーダン政府（当時）の要請に基づき、JICA を通じ

て 2009 年から 2012 年にかけ、南スーダン政府協同組合・農村開発省、中央エクアトリア州政府

協同組合・農村開発省及び農業・林業省をカウンターパートとして「ジュバ近郊の平和の定着に

向けた生計向上支援プロジェクト」を実施しました。

今般、本プロジェクトの終了を迎えるにあたり、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、

今後の自立発展性を確認しプロジェクトの成果と課題を明らかにするとともに、今後類似の協力

を検討するにあたっての提言や教訓などを導き出すことを目的として、2011 年 8 月 28 日から 9
月 24 日にかけ、農村開発部乾燥畑作地帯課長・天目石慎二郎を団長とする終了時評価調査団を

派遣し、終了時評価を実施いたしました。本報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまと

めたものであり、今後のプログラム形成や技術協力を効果的、効率的に実施していくための参考

資料として、広く活用されることを願うものです。

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 25 年 4 月

独立行政法人国際協力機構

南スーダン事務所長　花谷　厚
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１－１　協力の背景と概要

スーダン国は、1956 年の英国からの独立を前にした 1955 年から南北間の内戦が始まり、70
年代の約 10 年間を除き、アフリカで最も長い内戦が継続した。2005 年 1 月にこの内戦を終結

させる南北包括和平合意（CPA）が成立し、それを受け、わが国は「平和の定着」のための支

援を再開した。南スーダンにおいては、平和の回復に伴って国内外からの避難民の帰還が加速

しており、帰還民の再定住、社会への統合のためには、社会・経済インフラの整備とともに、

農村部の生計向上及びこれを支援する行政サービスの拡充が喫緊の課題となっていた。南スー

ダン国の首都であるジュバ市近郊の農村社会においても、先住民、内戦中に流入・定住した国

内避難民（IDP）、CPA 以降の帰還民が共存し、それに加え農耕民族、牧畜民族などの多様な背

景をもつ住民が構成する複雑な社会となっている。長期にわたる内戦のため住民は安定して農

業に従事できる状況になく、基本的な農業生産技術及び知識が欠如していることに加え、営農

に関する戦略性の不足が指摘されている。

南スーダン政府の協同組合・農村開発省（以下、農村開発省；MCRD/GOSS）は、同国全体

の農村開発政策を策定し、その政策の実施は州政府が担っている。ジュバの位置する中央エク

アトリア州では、中央エクアトリア州政府協同組合・農村開発省（以下、農村開発省；MCRD/
CES）である。MCRD/CES には、農村において行政サービス提供の役割を担うコミュニティー

開発官（CDO）が配属されている。また、同州政府農業・林業省（以下、農業省；MAF/CES）
には、農業普及員（AEO）が配属されている。

日本は、同国の平和の定着を支援するため、国内外から帰還する避難民の社会への統合とそ

の生活の安定化のための支援を行ってきた。そして、帰還民を含む農村住民が、農業を含め

た生産及び生計向上活動に係る能力開発を図ることを目的として、独立行政法人国際協力機

構（JICA）は技術協力プロジェクト「ジュバ近郊の平和の定着に向けた生計向上支援プロジェ

クト」（以下、「プロジェクト」と記す）を、2009 年 3 月から 2012 年 2 月まで 3 年間の予定で、

MCRD/GOSS をカウンターパート（C/P）機関として、実施してきた。本終了時評価調査は、

2012 年 2 月のプロジェクト終了に向けて、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認すると

ともに、今後のプロジェクト活動に対する提言と教訓を得るために実施された。

１．案件の概要

国名：南スーダン共和国
案件名：南スーダン共和国ジュバ近郊の平和の定着に向け

た生計向上支援プロジェクト

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：南スーダン事務所 協力金額（評価時点）：3.9 億円

協力期間

（R/D）：2008 年 12 月 10 日

先方関係機関：

南スーダン政府協同組合・農村開発省、中央エクアトリア

州政府協同組合・農村開発省、農業・林業省

協力期間：2009 年 3 月 4 日

～ 2012 年 2 月 12 日

日本側協力機関：なし

他の関連協力：なし

評価調査結果要約表（終了時評価）
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１－２　協力内容（PDM）

（１）上位目標

ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルがジュバ郡内で広く活用される。

（２）プロジェクト目標

ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルを普及させるための基盤が整備さ

れる。

（３）成果（アウトプット）

１．農村開発のための基本ツールが開発される。

⑴　コミュニティー開発マニュアルが開発される。

⑵　農業技術パッケージが開発される。

２． （生計向上モデルを構築するうえで必要となる）政府関係者及びコミュニティーリー

ダーの能力が強化される。

３． （生計向上モデルを構築するうえで必要となる）中央・州の農村開発省及び州の農業

省の組織能力が強化される。

４．生計向上モデルを適用したモデルプロジェクトが実施される。

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞

短期専門家派遣：15 名（108.47 人月）

機材供与：7,211 千円

本邦研修：12 名（7 コース）

第三国研修：32 名（4 回）

ローカルコスト負担：109,372 千円

＜相手国側＞

C/P 配置：59 名

事務所施設提供（ジュバ市内の MCRD/CES の一区画）

２．評価調査団の概要

調査者 調査団員数 4 名

１．団長／総括

２．協力企画

３．評価計画

４．評価分析

天目石　慎二郎

大嶋　　健介

中村　　恵理

飯田　　春海

独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部

乾燥畑作地帯課　課長

JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課　職員

JICA 南スーダン事務所　所員

グローバルリンクマネージメント株式会社

期間 2011 年 8 月 28 日（日）～ 9 月 24 日（土） 評価種類：終了時評価
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３－１　実績の確認

（１）成果１～４の達成状況は以下のとおりである。

成果１．農村開発のための基本ツールが開発される。

⑴　コミュニティー開発マニュアルが開発される。

⑵　農業技術パッケージが開発される。

農村開発及び農業開発の現場で、農家や農村の住民への指導を行う CDO 及び AEO が使

用するマニュアルのドラフトが作成され、最終化に向けた調整が行われている。これらは、

MCRD/CES の CDO に対する「コミュニティー開発マニュアル」と、MAF/CES の AEO に

対する「農業普及員及び農家用マニュアル」で、モデルサイトでの活動内容が反映され、

CDO 及び AEO が容易に実践できるよう工夫されている。これらを含め、プロジェクトで

は、CDO 向けに計 5 種類、AEO に向けて計 3 種類の教材と資料を、プロジェクト終了まで

に作成する予定となっている。

成果２． （生計向上モデルを構築する上で必要となる）政府関係者及びコミュニティーリーダー

の能力が強化される。

MCRD/CES に所属する 100 名の CDO のうち、48 名が C/P となっている。プロジェクト

は、その CDO の能力開発のために、研修やワークショップ、モデルサイトを通じた実地研

修（OJT）などを実施してきた。国内研修はこれまでに計 33 回実施され、参加者数は延べ

832 名であり、ワークショップは計 13 回開催され、参加者数は延べ 548 名となっている（総

計延べ 1,380 名）。C/P である CDO は、現在、各モデルサイトに対応した 6 つのエリアチー

ムに編成されている。それぞれのチームリーダーに率いられ、各メンバーは、熱心に活動

し、コミュニティーへの定期的な訪問回数を増やし、また、国連機関や非政府組織（NGO）

などの他の支援機関とも関係性を構築し始めている。そして、活動の成果として、コミュ

ニティーの住民側からの CDO に対する信頼性が向上している。他方、MAF/CES に所属す

る AEO は、現在、ジュバ郡の 1 名がプロジェクト活動に参加しており、CDO と同様に研

修やワークショップ、モデルサイトでの OJT を通じた能力開発を行っている。現在は、主

に展示圃場（デモファーム）で活動し、グループ農家への技術指導を行っている。

成果３． （生計向上モデルを構築する上で必要となる）中央・州の農村開発省及び州の農業省の

組織能力が強化される。

プロジェクトは、MCRD/GOSS 及び CES、MAF/CES の関係機関の組織強化を、主に農

村開発に係る制度的な枠組みの改善を通じて行ってきた。南スーダン国の農村開発の現状

の課題を議論し、かつ、情報共有を目的として、農村開発フォーラム（RDF）が 2010 年 6
月に、他援助機関も参加して開催された。そして、MCRD/GOSS の“Policy Framework and 
Strategies” 及び“Policy Guideline”を、プロジェクトが現状に沿って改訂することとなり、

現在、その作業が進められている。同時にプロジェクトは政策の実施機関である州政府に

対して、MCRD/CES の Policy Implementation Guideline と MAF/CES の Vegetable Projection 

３．評価結果の概要
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Strategy を、各々策定中である。他方、プロジェクトは国立の農村開発分野の研究機関であ

るアマディ農村開発研究所（ARDI）の能力向上支援や、南スーダン全体の農村開発の実施

状況を把握するため、「全国農村開発及び農業普及調査」（2011 年 6 月）を実施した。

成果４．生計向上モデルを適用したモデルプロジェクトが実施される。

プロジェクトは、ジュバ市近郊の以下の 6 つのモデルサイトにおいて「生計向上モデル」

を実施している。これらは、カプリ、ニャミニ、コルジック、シリモン、カンスーク、ブ

ングの各村である。プロジェクトは、各モデルサイトで、村開発委員会（BDC）の設立を

支援し、コミュニティー開発計画〔Community Development Plan in 2010-2012（CDP）〕を各々

策定した。CDP は、各村の課題とその解決のため、農業、収入創出、水供給、保健、教育、

治安の 6 つの分野の活動計画を提示している。

各村では、CDO やプロジェクトチームの支援を得て、BDC とコミュニティーの住民がモ

デル活動を実施している。特に農業については、農民グループの形成、農家講師制度の導

入などが行われており、現在、284 名の農家が参加して新たな営農手法を実践し農業生産

の向上が進められている。

（２）プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。

ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルを普及させるための基盤が整備される。

プロジェクトでは、「生計向上モデル」を普及するための基礎的条件を、① CDO を主と

する C/P の能力開発、② C/P の活動の指針となり、業務において活用するガイドラインや

マニュアルの整備、そして、③ MCRD/GOSS 及び CES、MAF/CES の政府機関の組織能力

の向上、と規定している。上述の各成果の達成状況で述べたとおり、これらの基礎的条件

は、各成果の発現を通じて、整備されつつある。したがって、プロジェクトは実施期間の

終了までにプロジェクト目標を達成することが予期される。

３－２　評価結果の要約

評価５項目である妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立発展性に係る評価結果は以下

のとおりである。

（１）妥当性

南スーダン政府は、内戦後の復興から中長期的な開発に移行する段階において、農

村の生計向上と生活改善が重要な課題であると認識している。MCRD/GOSS の「Policy 
Framework and Work plan of MCRD/GOSS 2007/2008」では、①コミュニティーを軸にした

開発事業の推進と、②特別な配慮を必要とするグループの自立的かつ社会への統合を支援

するサービスの提供を、政策として掲げている。また、日本政府は紛争国おける平和構築

を重要課題として掲げており、南スーダン国では、同国の社会の再統合を支援することと

している。したがって、プロジェクトの目的とその実施手法は、南スーダン政府の開発政

策及び日本の援助方針と一致しており、妥当性は高いといえる。
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（２）有効性

プロジェクト活動の実施と成果の達成を通じて、プロジェクト目標である農村の「生計

向上モデル」を普及するための基礎的条件は段階的に整備されてきている。これらは、①

CDO を主とする C/P の能力開発、② C/P の活動の指針となり、業務において活用するガイ

ドラインやマニュアルの整備、そして、③ MCRD/GOSS 及び MCRD/CES、MAF/CES の政

府機関の政策やガイドラインなどの策定による組織開発である。同基礎的条件の整備は、

プロジェクト実施期間内で、達成される見込みである。したがって、プロジェクトは効果

的に実施されてきており、その有効性は高いといえる。

（３）効率性

プロジェクトの活動は、計画どおりに実施され、日本側、南スーダン側の投入も有効に

活用された。日本側の投入において、特に専門家チームが、国内研修とモデルサイトや

展示圃場で実施された OJT を組み合わせた技術移転は、C/P の能力開発に効果的であっ

た。また、南スーダン側では、CDO は積極的に活動を実施し、成果の達成に貢献を行って

きた。プロジェクトの運営管理に関しては、合同調整委員会（JCC）の開催やさまざまな

ワークショップを通じて、MCRD/GOSS をはじめ、緊密な関係を構築している。ただし、

MCRD/GOSS 大臣の頻繁な交代と 2011 年 2 月以降の空席状況は、農村開発に係る政策判

断を困難にしたが、活動全体に影響を与えるものではなかった。これらの観点から、プロ

ジェクトの活動は効率的に行われてきたといえる。

（４）インパクト

プロジェクトの上位目標は、ジュバ近郊においては、「生計向上」モデルが発展していく

ことである。現在、同モデルの担い手である CDO や農家は、プロジェクトの活動より得ら

れた知識と技術を維持し、その活動を継続する意思をもっている。他方、MCRD/CES は、

CDO を州内の各カウンティに配置することを企図しており、同モデルがジュバ郡以外でも

広範に実践されることも期待される。しかしながら、同モデルが維持され発展していくた

めには、今後 MCRD/CES がプロジェクトの業務を引き継ぎ、CDO の活動を支えていくこ

とが必要となる。

ポジティブなインパクトとしては、① RDF 開催による他ドナーを含む南スーダンの農

村開発関係者による課題の認識、② ARDI における「コミュニティー開発マニュアル」の

研修における活用、③ MAF/CES における「農業普及員及び農家用マニュアル」の州内の

AEO への活用、④農家講師の活動による農家グループ以外の農民への技術の波及、⑤モデ

ル活動の実施によるコミュニティー内の関係性の向上、が観察された。また、ネガティブ

なインパクトは観察されなかった。

（５）自立発展性

プロジェクトの自立発展性に関し、政策・制度面は、MCRD/GOSS が新たな Policy 
Framework 及び Work plan をプロジェクトの経験を反映して策定することにより確保され

ているが、南スーダン政府内において、今後 MCRD が MAF に吸収されることから、こ

れによる影響の排除が必要となる。また、組織面については、農村開発の実施機関である

MCRD/CES がプロジェクトの活動を継続するため組織体制を充実させ活動予算を確保する

ことが必要となる。技術的側面については、C/P である 48 名の CDO と現在計 284 名となっ

た農業グループに参加した農家は、今後も技術力を維持していくことが期待できる。
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（６）結　論

南スーダンの農村部では、長期にわたった内戦によって、コミュニティーの住民間の社

会的関係性が崩壊し、住民同士が協働する文化が消失している。このような状況において、

プロジェクトは農業、収入創出、公共施設の建設など、コミュニティーの共通の課題に対

して、グループ活動を行う包括的なアプローチを導入した。同アプローチは、住民同士

の緊張関係をもつ地域社会において、住民が協働する機会を提供した。また、C/P である

CDO は、コミュニティー住民に対するファシリテーター及びアドバイザーとして、公共及

び民間のサービス提供者とコミュニティーをつなぐ役割を果たした。

プロジェクトは、計画どおりに成果を生み出しており、その目標も実施期間内に達成す

ることが予期されることから、当初の計画どおり、2012 年 2 月をもって終了する。

３－３　結論及び提言

（１）提　言

① 　2011 年の南スーダン政府の省庁再編により、MCRD/GOSS の農村開発部門が MAF/
GOSS に統合される見込みの中で、プロジェクトにより策定支援した農村開発政策が

着実に実施されるためには、新省庁体制の下、農村開発部門が適切に位置づけられる

ことが望ましい。また、RDF の新たな体制の中で再開されることが望ましい。

② 　プロジェクトを通じて形成された「生計向上モデル」は CDO や AEO の OJT に活用

され、彼らの一部は業務推進のうえで十分な知見を有するに至った。同モデルの継続

的な活用と更なる発展に向けて、①コミュニティー開発予算の確保と、② CDO 及び

AEO の現場配置とそれに必要な環境整備が必要である。

③ 　パイロットコミュニティー 6 カ村では、プロジェクトの終了を見据えたうえでの活

動を、CDO の支援を受けながら自ら計画立案し実践できるようにすることが求められ

る。

④ 　ジュバ近郊の農村に対して、営農モデルを示したデモンストレーションファームに

ついては、持続的な運営に向けて適切な運営母体が設立されることが望ましい。

（２）教　訓

プロジェクト活動において現地国内研修とフィールドワークによる OJT の組み合わせは、

CDO の能力開発と活動に対する動機づけに効果的に作用した。そして、プロジェクト活動

を通じて CDO は頻繁にコミュニティーに足を運び、彼らの知識がコミュニティーの課題解

決のためにいかに実践的であるかを同住民に示してきた。そのことが、CDO 自身の高い職

業意識の確立につながるともに、コミュニティーの住民との間で緊密な協力関係を構築す

るに至った。
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1.  Background of the Project
Since the independence of Sudan in 1956, South Sudan has been a battleground for two civil wars 
that resulted in egregious suffering loss of the life and opportunities, widespread poverty and food 
insecurity. The Comprehensive Peace Agreement (CPA) of January 2005 brought an era of post conflict 
reconstruction for the country. Repatriation of refugees and IDPs started moving in huge numbers 
and people had started searching for means of livelihood. Yet, the high levels of extreme poverty, 
particularly in rural communities, have been highlighted as potential source of instability. Under these 
circumstances, the Government of South Sudan requested the Government of Japan for a technical 
cooperation to establish the basic conditions for extension of livelihood improvement models suitable 
for various communities in and around Juba. In response to the request, the Government of South Sudan 
and JICA started “the Project for Livelihood Improvement in and around Juba for Sustainable Peace 
and Development” in March 2009 (hereafter refereed as the Project). The duration of the Project is 
3(three) years from March 2009 to February 2012. The Project has multiple components: i) to develop 
basic tools in extension of livelihood improvement models, ii) to develop capacity of the governmental 
staff and community leaders, iii) to strengthen institutional capacity of Ministry of Cooperative and 
Rural Development (MCRD) and Ministry of Agriculture and Forestry (MAF), and iv) to implement 
model project adapting livelihood improvement models. It was recognized that development activities 
in the post-conflict society should adopt a community-based approach that would give a better chance 
for an outside assistance to play a catalytic role in a fair manner. Target area of the Project is in Juba 
County, Central Equatoria State (CES).

2.  Project Overview
(1)  Overall Goal

Livelihood of the community people will be widely improved through the adaption of "Livelihood 
improvement models" in and out of Juba County

(2)  Project Purpose
Basic conditions for extension of livelihood improvement models suitable for various communities 
in and around Juba are established.

Summary of Evaluation

I. Outline of the Project

Country: South Sudan Project title: Livelihood Improvement in and around 
Juba for Sustainable Peace and Development

Issue/Sector: Agriculture Development, Rural 
Development

Cooperation scheme: Technical Cooperation

Division in charge: South Sudan Office Total cost: 390 million Yen

Period of Cooperation (R/D): December 10, 
2008
(Extension): March 
4, 2009 - February 
12, 2012

Partner Country’s Implementing Organization:Ministry 
of Cooperative and Rural Development, Republic of 
South Sudan

Supporting Organization in Japan: None

Related Cooperation: None
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(3) Outputs
1) Basic tools for Community Development Services are developed; i) Community development 
manuals are developed and ii) Agricultural technology packages are developed.
2)  Capacity of relevant government staff and community leaders in extension of Livelihood Improvement 
Models is strengthened.
3)  Institutional Capacity of MCRD/GOSS/CES, and MAF/CES in effective operation of Livelihood 
Improvement Models is strengthened.
4)  The Model projects adapting Livelihood Improvement Models are implemented.

(4)  Inputs
Japanese side:

Expert: 15 (108.47MM), Equipment:  7,211,957 Yen, Local cost (Estimation): 109,372,000 Yen
Trainees received (Training in Japan and Third Country Trainings courses): 44

Palestinian side:
Counterpart: 59,  Land and Facilities: the office space at the MCRD/CES in Juba

Local Cost: Salary for counterparts

 

1. Result of Achievements

Output 1: Basic tools for Community Development Services are developed - (1) Community development 
manuals are developed and (2) Agricultural technology packages are developed.

(1) Achievement of Outputs
The draft of Community Development Manual (CDM) has already been developed, and it has been 
distributed to C/Ps. The draft of the manuals will be evaluated and finalized by the end of the Project. On 
the other hands, the draft of “Manual for Extensionists and Farmers” as a part of Agricultural packages 
has been developed. Some of techniques in the packages have been utilized by Group Farming as well as 
Farmer Teachers (FTs) in the model sites. Also, the draft of the packages will be evaluated and finalized by 
the end of the Project. The Project will produce other manuals and materials for community development 
and agricultural development, those are followings:

1) Community development
Rural Development Directory,
Curriculum for transiting courses of community development workers
Auto-visual training materials: Japanese experience of community development in post-war and Songa 
Nbele community development in Kenya.
CDO/AEO library

II.  Evaluation Team

Members of Evaluation Team Mr. Shinjiro AMAMEISHI
Mr.Kensuke OSHIMA
Ms. Eri NAKAMURA 
Mr. Harumi IIDA

Team Leader
Cooperation Planning
Evaluation Planning
Evaluation Analysis

Period of Evaluation August 28, 2011 ~ September 
24, 2011

Type of Evaluation:Terminal evaluation

III.  Results of Evaluation
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(2) Agricultural development
Curriculum for introductory training course for farmer teacher
Agricultural extension manual: formation of farmer group and their training

Output 2: Capacity of relevant government staff and community leaders in extension of Livelihood 
Improvement Models is strengthened.

More than 48 CDOs as counterparts have been trained thorough training courses, workshops and study 
tours. They have practiced their acquired knowledge and skills in the model sites. Field works at the model 
sites have become “On-the-Job Training (OJT) for some CDOs with less experiences. The number of visit 
by CDOs to the model sites increased dramatically from the commencement of the Project. Community 
members in the six model sites have trusted the CDOs to discuss and consult the issue of communities. 
Almost all the CDOs consider that they become more active and the works have been more functional than 
before the Project. CDOs now take initiatives in organizing and facilitating the weekly progress meeting 
of the Project.

Output 3: Institutional Capacity of MCRD/GOSS/CES, and MAF/CES in effective operation of Livelihood 
Improvement Models is strengthened.

During past five years, Minster of MCRD/GOSS has been changed five times, and the position is vacant 
since February 2011. Therefore, dialogue among policy for rural development for South Sudan was delayed. 
However, Rural Development Policy Committee was established in MCRD/GOSS after the independence. 
The Committee will formulate and compile “MCRD Policy Framework and Strategies 2011/2012 and 
Policy Guideline 2011” and Rural Development Directory” by the end of Project term.  In addition, in 
order to enhance the capacity of Amadi Rural Development Institute (ARDI) which is a national training 
center for rural development in the country, the Project implemented 6 training and workshops, 5 study 
tours to a third country, total participant were 87 in those trainings. In addition, “The Survey on Rural 
Development and Agricultural Extension in South Sudan” was implemented in June 2011. The workshop 
was held to share the result of above survey, that the issues about rural development and community 
mobilization as well as agricultural extension were recognized among stakeholders in central government 
and state government.

Output 4: The Model projects adapting Livelihood Improvement Models are implemented.

The Project has implemented the community development projects in six communities as model sites, 
places of those are Kapuri (Rombur Boma), Nyamini (Nyamini Boma), Kworijik Luri (Luri Boma), 
Sirrimon (Sirrimon Boma), Kansuk (Kansuk Boma) and Bungu (Bungu Boma). Each model site formed 
Boma Development Committee (BDC) and produced “Community Development Plan in 2010 – 2012 
(CDP)”. The Project has supported those communities to implement pilot activities based on the CDPs. 
Those pilot activities include improvement of farming, income generation activities (IGA), access to 
drinking water, primary health and basic education.
Community development activities have progressed in each community. Community members have 
experienced improvement of their livelihoods supported by CDOs and the Project team. As for improvement 
of farming, group farming and Farmer’s Teachers were introduced; farmers who registered in pilot activities 
have started to adapt new farming method to increase their agricultural products. Agricultural productivity 
of crops such as Maize, Sorgham and G-nuts by group farmers was higher than the national average in the 
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season of 2010.

(3)  Achievement of Project Purpose

Basic conditions for extension of livelihood improvement models suitable for various communities in and 
around Juba are established.

The term “basic conditions” for extension of livelihood improvement models consists of capacity 
development of C/P, compiling tools such as guideline and manuals and institutional building of concerned 
organization. Through implementation of activities and achievement of Outputs, those elements are going 
to be realized. Therefore, Project Purpose will be achieved by the end of Project.

2.  Summary of Evaluation Results
(1)  Relevance

The aim of the Project consisted with policies of Government of South Sudan and Japanese official 
development policy. The Project is effectively designed to achieve its purpose. Therefore, the Project is 
relevant to be implemented.
Policy Framework and Work plan of MCRD/GOSS 2007/2008 holds that i) to promote community based 
development project and ii) to support self-reliant and social life integration by providing services for 
groups which require special consideration/supports. In order to achieve the target, MCRD/GOSS consider 
it necessary to develop capacity of CDOs who are assigned at the filed level to support community directly. 
On the other hands, MAF/GOSS put priority on i) human resource development including AEO, ii) poverty 
alleviation through agricultural development and iii) Establishing agricultural extension package.
In Japanese ODA policy, supporting peace building process for conflict nation is one of the important 
issues. For South Sudan, re-integration of society is considered to contribute to peace process of the nation. 
Returning of IDP and their reunification in local society is the priority issues of the country, therefore, 
cross sectorial approach though community development is important. Also, JICA sets the “consolidation 
of peace” as major principle for the cooperation for South Sudan; it tries to respond to the urgent needs as 
well as long term targets.

(2)  Effectiveness
The aim of the Project is to formulate “basic conditions” for extension of livelihood improvement models. 
The basic conditions consisted of i) capacity development of C/P who are mainly CDOs, ii) compiling 
tools such as guideline and manuals and iii) institutional building of MCRD/GOSS and CES. Through 
implementation of activities and achievement of Outputs, the aim of the Project will be achieved by the 
end of the project term. Therefore, it could be said that the Project has been effectively implemented.

(3)  Efficiency
Regarding implementation of the Project, Inputs from both Japanese side and South Sudanese side are 
efficiently utilized in the Project activities. In Japanese inputs, especially, work of expert teams and 
organization of training courses are effective to develop capacity of CDOs. On the other hand, CDOs 
divided to six area team have become very active to implement activities.
The relationship between both sides has been kept well through daily work and regular meetings. However, 
absence of Minister of MCRD/GOSS for several months negatively affected policy dialogue to the Project. 
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Except this external factor, the Project has been efficiently implemented to produce Outputs.

(4)  Impact
Regarding the expectation of Overall Goal of the Project, “Livelihood improvement models” would be 
able to be expanded in Juba county, due to the plan of MCRD/CES which intended to allocate all CDOs to 
all counties in the state. Presently, motivations of those CDOs are very high for improving the livelihood 
of community. They could perform mobilizing community members to produce several outputs as well 
as the Project. In this case, full support of MCRD/CES is crucial to sustain the activity of CDOs. From a 
viewpoint of the impact of the Project, mostly positive impacts are observed along the project activities 
while the negative impact is not found. Positive impacts are followings;
Issue of rural development at national level was realized by stakeholders in the first “Rural Development 
Forum” which was held in July 2010.
“Community Development Manual” will be utilized in training course of ARDI, to share skills and 
knowledge of the Project for other CDO from other states.
With regards to the Manual for Extensionists and Farmers”, MAF/CES intends to distribute the manual to 
all counties to be utilized for the activity of AEO in each county.
Regarding activity of Framers Teachers, presently, more than 70 farmers come to see the new method of 
Framers Teacher from outsides of group farming.

(5)  Sustainability
CDOs as counterpart of the Project would be able to maintain the knowledge and skills obtained in the 
project activities. Framers joined in farming groups will maintain acquired knowledge and skills; they 
have already practice those technics in their farms. MCRD/GOSS will adapt new “Policy Framework 
and Work Plan 2011/2012” which is supported by the Project, to strengthen institutional background of 
community development. On the other hand, MCRD/CES is required to secure necessary budget for the 
activity of CDOs to continue their daily work after the Project ends. MAF/CES is also required to prepare 
budget for activity of AEOs to have collaborative work with CDOs.

(6)  Conclusion
The Project has succeeded in introducing the holistic approach which includes group activities in the 
model sites. Group activities could provide opportunity for community members to work together for the 
same purpose through group farming, income generation and construction of public facilities. CDOs have 
become facilitator and advisor for those communities to connect public and private service providers. 
They realized their important role as catalysis in community development through implementation of the 
project activities. Regarding the present performance of the Project, the aim of it will be achieved by the 
end of the Project term. Therefore, the Project will be concluded at February 2012 as scheduled.  After the 
Project ends, effective use of those CDOs will depend on continuous support of MCRD/CES as well as 
MCRD/GOSS.

3. Recommendations
1)  August 2011, MCRD/GOSS was abolished and it is planned to be incorporated into MAF/GOSS soon. For 
assuring steady implementation of Rural Development Policy Framework and Strategy and other outputs of 
the Project, it should be guided to be in the proper place inside MAF/GOSS. Furthermore, Rural Development 
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Forum needs to be held under renewed administrative organization for smooth information sharing and 
coordination among various actors for rural development in South Sudan.
2) The Project has formulated the manuals for CDOs and AEOs and has provided the On-the-Job Training 
opportunities in the model communities for them. As a result, most of them have already acquired enough 
knowledge and experience that are being utilized for the activities like IGAs and the agricultural techniques 
have been gradually transferred in the communities without the guidance of the Project. For continuous and 
advanced utilization of those manuals after the Project period, below mentioning actions are required.
a) To secure operational budget for community development activities; i) Transportation fees for CDOs and 
AEOs to the communities, ii) Budget for community development activities organized by CDOs, and iii) 
Provision of training occasions for CDOs in the field.
b) To improve working environment for CDOs and AEOs in an appropriate manner; i) Preparing offices and 
accommodation for CDOs in counties and ii) Deploying CDOs to their assigned counties.
3) The six pilot communities need to implement model project proactively, supported by CDOs, in anticipation 
of termination of the Project.
4) The demonstration farms are utilized for communities as the model for agriculture activities in and 
around Juba. It is recommended that appropriate operational body is established for sustainable activities for 
demonstration farm after the Project period.

4.  Lessons Learned
As a result of the Project, the performance of CDOs has been dramatically improved.  Combination of 
implementing training courses and field works as On-the-Job Training were effective to develop capacity of 
CDOs as well as to generate their motivation.   Throughout the Project activities, CDOs could show community 
members how their knowledge is practical and useful to solve issues community has. Consequently, CDOs 
have established mutual relationship among community members, and have regularly visited communities to 
do their duties, without payment of allowance.
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第１章　評価調査の概要

１－１　調査の背景と目的

南スーダン国のジュバ近郊の生計向上支援のモデルづくりのために 2009 年 3 月より実施して

きた技術協力プロジェクト「ジュバ近郊の平和の定着に向けた生計向上支援プロジェクト」が

2012 年 2 月に終了を迎える。

本終了時評価調査では、プロジェクトの協力開始から現在までの実績及びプロジェクト目標と

成果の達成度をプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいて確認し、更に評価

５項目の観点からプロジェクトの評価を行うとともに、プロジェクト終了前後の活動に関する提

言と類似案件のための教訓を得ることを目的とし、調査を実施した。

１－２　調査の目的と内容

本終了時評価調査では、合同調整委員会（JCC）を開催して関係者間で評価結果を共有し、評

価報告書にまとめ、南スーダン側の代表との間で署名・合意に至った。

１－３　団員構成

氏名 担当 所属

１ 天目石　慎二郎 団長／総括
独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部　乾燥畑

作地帯課　課長

２ 大嶋　健介 協力企画 JICA 農村開発部　乾燥畑作地帯課　主任調査役

３ 中村　恵理 評価計画 JICA 南スーダン事務所　所員

４ 飯田　春海 評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社

１－４　調査日程

2011 年 8 月 28 日～ 9 月 24 日
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第２章　評価の方法

２－１　評価の調査の項目と評価グリッドの作成

本節では、本終了時評価調査にて用いた評価方法について示す。

２－１－１　評価調査で活用するログフレームと評価項目

本終了時評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づき、以

下の手順によって実施した。

① 　プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレーム（本プロジェクトにおける PDM）

を事業計画としてとらえ、評価デザインを確定する。

② 　いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報を基に、プロジェクトの現状を「実績・

実施プロセス」「因果関係」の観点から把握・検証する。

③ 　「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの観点（評価５項目）

から、プロジェクトの効果（アウトカム）を評価する。

上記の①～③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼしたさまざまな要因の特定を試み、

プロジェクトの関係者に対する残りの実施期間における提言とともに教訓を抽出する。なお、

本評価手法において活用される PDM の構成要素の内容について、以下の表２－１に示す。

表２－１　PDM の構成要素

上位目標
プロジェクトを実施することによって、プロジェクト終了後 3 ～ 5 年程度

で対象社会において発現が期待される長期的な効果

プロジェクト

目標

プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループや対象

社会に対する直接的な効果

アウトプット プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービスなど

活動 アウトプットを創出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為

指標
プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準

指標データ

入手手段

指標を入手するための情報源

外部条件
プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を与

える外部要因

前提条件 プロジェクトが実施される前に実現しておかなければならない条件

投入
プロジェクトのアウトプットを創出するために必要な資源、人員、資機材

･ 運営経費・施設など

出典：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月

さらに、本プロジェクトの評価に適用される評価５項目の各項目の定義は、以下の表２－２

のとおりである。
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表２－２　評価５項目の定義

評価５項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義

妥当性

プロジェクト目標や上位目標が受益者のニーズと合致し、問題や課題の解

決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、公的資金

事業として必要があるかなど、「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問

う視点

有効性
プロジェクトの実施により、受益者もしくは社会への便益や課題が解決さ

れたか（あるいはされ得るのか）を問う視点

効率性
主にプロジェクトのコスト及び成果の関係に着目し、投入資源が有効に活

用されているか、プロジェクト運営は的確になされたかを問う視点

インパクト

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や、対

象地域外への波及効果（上位目標を含む）を見る視点。予期しなかった正・

負の効果・影響も含む。

自立発展性
プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込

みはあるかを問う視点

出典：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月

２－１－２　評価グリッドの作成

本終了時評価調査における調査項目を明確にするために、PDM に基づいて、プロジェクト

の「実績及び実施プロセス」、「評価５項目」の各項目を包含した評価グリッドを作成した。同

グリッドは、「Ａ．プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証」と、「Ｂ．評価５項目の分析」

で構成され、項目ごとに評価設問、情報入手手段などが記載されている。（同評価グリッドの

構成及びその各評価設問については、付属資料１「協議議事録（M/M）」の中の ANNEX 5「Actual 
Project Achievement and Implementation Process」 及 び ANNEX 6「Result of Five evaluation criteria」
を参照。）

２－２　情報・データ収集方法と分析方法

本終了時評価調査では、実績の検証及び５項目評価の分析作業のために、定性的・定量的デー

タを以下の方法で収集した。

２－２－１　情報・データ収集方法

（１）質問票

評価グリッドの中の設問を基に、南スーダン政府及び中央エアクアトリア州政府側カウ

ンターパート（C/P）機関である南スーダン政府協同組合・農村開発省（以下、農村開発

省；MCRD/GOSS1
）、中央エクアトリア州政府協同組合・農村開発省（以下、農村開発省；

MCRD/CES2
）及び農業・林業省（以下、農業省；MAF/CES3

）の関係者を対象として、質問

票を作成・配布した。

1
　MCRD/GOSS：Ministry of Cooperatives and Rural Development / Government of South Sudan

2
　MCRD/CES：MCRD / Central Equatoria State 

3
　MAF/CES：Ministry of Agriculture and Forestry  / CES
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（２）既存資料レビュー

以下のようなプロジェクトの関連記録、資料を参照した。

・ 「南部スーダン・ジュバ近郊平和の定着に向けた生計向上支援プロジェクト（通称

LIPS）中間レビュー調査報告書」、2010 年 12 月、JICA
・ 「南部スーダン・ジュバ近郊平和の定着に向けた生計向上支援プロジェクト事前評価

表」、2008 年 3 月、JICA
・ 「南部スーダン・ジュバ近郊平和の定着に向けた生計向上支援プロジェクト業務実施計

画書（第 3 年次）」、2011 年 2 月、LIPS プロジェクト

・ 「LIPS； Annual Report 2010 and 2011 Annual Plan （Progress Report No.4）」、2011 年 1 月、

LIPS プロジェクト

・ 「LIPS； Annual Report 2009」、2009 年 12 月、LIPS プロジェクト

・ 「LIPS； Progress Report No.3」、2010 年 6 月、LIPS プロジェクト

・ 「LIPS； First Six Month Progress Report」、2009 年 8 月、LIPS プロジェクト

・ 「南部スーダン全国農村開発・農業普及体制に関する現状調査・調査報告書（ドラフ

ト）」、2011 年 6 月、LIPS プロジェクト

・ その他、プロジェクト作成のマニュアル、活動記録、投入に係る資料等

（３）主要関係者へのインタビュー

主要関係者へのインタビューは、以下の関係各機関や関係者を対象として実施した。（イ

ンタビュー実施対象者は、上述した付属資料１「協議議事録（M/M）」の ANNEX 2「List 
of Interviewees」を参照。）

・南スーダン政府農村開発省（MCRD/GOSS）
・中央エクアトリア州政府農村開発省（MCRD/CES）
・中央エクアトリア州政府農業省（MAF/CES）
・MCRD/CES 所属のコミュニティー開発官（Community Development Officer：CDO）

・MAF/CES 所属の農業普及員（Agriculture Extension Officer：AEO）

・モデルサイトでグループ農業に参加する農家（農家講師含む）

・プロジェクト専門家チーム

（４）現地調査

プロジェクト活動の対象である 6 つのモデルサイト（カプリ、ニャミニ、コルジック、

シリモン、カンスーク、ブングの各村）を訪問し、プロジェクトの活動状況や成果につい

て確認した。
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２－２－２　データ分析方法

プロジェクトが作成した活動に係る各種の資料検討、主要関係者へのインタビュー結果、モ

デルサイトの現地踏査の結果について、分析を行った
4
。そして、これらの分析結果を基に、評

価５項目に従って評価結果を取りまとめた。本終了時評価調査実施期間中に開催された JCC
において、日本側及び南スーダン側の双方がその内容を検証した。

4
　 今般、南スーダン政府側に提出した質問票について、先方からの回答はなされなかった。そのため、同表の内容を、インタビュー

にて質問することで代替した。
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入実績

（日本側及び南スーダン側による投入の各詳細は、付属資料１「協議議事録（M/M）」中の 
ANNEX 3「List of inputs from Japan and South Sudan」を参照。）

３－１－１　日本側投入

（１）専門家の配置

専門家の派遣は、プロジェクト実施期間中で合計 15 名、108.47MM（人月）が配置され

ることとなっており、2011 年 8 月末の段階では計 96.8 MM の実績値となっている
5
。専門

家の分野は、以下の表３－１のとおり、１．総括／農村開発、２．コミュニティー開発、 
３．コミュニティー開発／ジェンダー主流化、４． 園芸作物／研修 ⑴、５．園芸作物／

研修 ⑵、６．プロジェクト・モニタリング、７． 建築計画、８． 農業普及、そして、９．

業務調整となっている
6
。

表３－１　専門家派遣（プロジェクト実施期間中合計）

指導科目 氏名 配置期間 MM（人月）

１ 総括／農村開発 山本　幸生 13.50

２ コミュニティー開発 Bernadette Kyanya 16.47

３
コミュニティー開発／

ジェンダー主流化
鶴井　視記子 17.50

４ 園芸作物／研修 ⑴
糸魚川　孝榮

原田　淳之輔
19.70

５ 園芸作物／研修 ⑵ 郭　詠理 18.80

６
プロジェクト・

モニタリング

新村　有紀

大石　喜久男

佐野　太悟

13.50

７ 建築計画 西山　謙太郎 1.00

８ 農業普及 鶴井　純 2.00

９ 業務調整

西山　謙太郎

小泉　浩隆

松尾　由似

山下　梨江

6.00

合計 108.47

5
　国内業務期間含む。

6
　 その他、現地プロジェクト事務所スタッフとして、事務所マネジャー 1 名、事務スタッフ 3 名、圃場マネジャー 2 名、展示圃場ワー

カー 12 名、その他 4 名など、計 22 名が投入された。
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（２）C/P 研修（本邦研修及び第三国研修）受入れ

これまで、本邦研修には延べ 12 名の C/P が参加しており、また、第三国研修（スタ

ディーツアー）には、延べ 32 名の C/P が参加した。研修名及び参加人数の内訳は以下の

表３－２及び表３－３のとおり。

表３－２　本邦研修の実施

実施年 研修コース名 参加者数

１ 2010 アフリカの生計向上を通じた農村開発 2

２ 2010 アフリカの女性起業家支援 1

３ 2010 アフリカの青少年育成プログラム 1

４ 2010 日本の農村開発政策 2

５ 2011 農産物加工による村落の収入改善（TICAD IV フォローアップ） 1

６ 2011 アフリカの生計向上を通じた農村開発 2

７ 2011 日本の農村開発政策 3

合計 12

表３－３　第三国研修（スタディーツアー）の実施

実施年 研修コース名 参加者数

１ 2009 コミュニティー開発手法（ケニア） 7

２ 2009 営農手法（ウガンダ） 8

３ 2010 営農手法・コミュニティー開発手法（ウガンダ） 16

４ 2011 アフリカの持続的農村開発と貧困緩和（マレーシア） 1

合計 32

（３）機材供与

プロジェクトの活動に使用する機材としては、コンピュータやコピー機などの事務用機

器、事務所用家具、農業用計測機器、車両（オートバイ含む）など 69 品目が導入された。

同機材の実績額の合計は、7,211,957 円となっている
7
。

（４）現地業務費支出

プロジェクトの活動に伴って支出された現地業務費は、以下の表３－４のとおりであ

る。2009（平成 21）年度及び 2010（平成 22）年度は実績額、2011（平成 23）年度は予算（支

出見込み額）となっている。その合計は、109,372,000 円となっている。

7
　 機材購入費は、円、ドル、ポンド（南スーダン）、シリング（ケニア）で支出された。合計額は、プロジェクト側で円換算した数

値となっている。
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表３－４　現地業務費支出

年度 支出額（円）

2009（平成 21）年 17,764,000

2010（平成 22）年 44,656,000

2011（平成 23）年 46,952,000

合計 109,372,000

３－１－２　南スーダン側投入

（１）C/P の配置

合計 59 名の C/P が配置された。そのうち、コミュニティー開発官（CDO）は 48 名、2
名が農業普及員（AEO）となっている。

（２）ローカルコスト負担

南スーダン政府農村開発省（MCRD/GOSS）及び中央エクアトリア州政府農村開発省

（MCRD/CES）及び農業省（MAF/CES）において、プロジェクト実施期間中、活動に関与

する C/P の給与が確保された。

（３）施設、機材等の提供

MCRD/CES より、ジュバ市内の同省敷地内に、プロジェクト事務所設置用の用地が提

供されている。また、ジュバ郡内の 2 カ所に、展示圃場用の土地が提供されている。

３－２　成果の達成状況

PDM にて定めた成果ごとの達成状況は以下のとおりである。

３－２－１　成果１の達成状況

成果１. 農村開発のための基本ツールが開発される。

⑴　コミュニティー開発マニュアルが開発される。

⑵ 　農業技術パッケージが開発される。

農村開発及び農業開発の現場で、農家や農村の住民への指導を行うスタッフが使用するマ

ニュアルのドラフトが作成され、最終化に向けた調整が行われている。これらは、MCRD/CES
の CDO に対する「コミュニティー開発マニュアル」と、MAF/CES の AEO に対する「農業普

及員及び農家用マニュアル」であり、モデルサイトでの活動内容が反映され、CDO 及び AEO
が容易に実践できるよう工夫されている。

これらを含め、プロジェクトでは、以下のとおり、CDO 向けに計 5 種類、AEO に向けて計

3 種類の教材と資料をプロジェクト終了までに作成が完了する予定となっている。

（１）コミュニティー開発用マニュアル／教材

・ コ ミ ュ ニ テ ィ ー 開 発 マ ニ ュ ア ル（Towards Empowerment – A Manual for Community 
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development Officers）
・ 農村開発要覧（Rural Development Directory）
・ コミュニティー開発研修用カリキュラム（Curriculum of training course of community 

development works）
・ 研修用視聴覚マニュアル－戦後日本の農村開発経験及びケニアのソンガ・ンベレの農

村開発（Audio-visual training materials （CD） – Japanese experience of community development 
post-war, Songa Nbele, community development in Kenya）

・ コミュニティー開発官及び農業普及員要覧（CDO/AEO Library）

（２）農業開発用マニュアル／教材

・ 農業普及員及び農家用マニュアル（Step-by-step agriculture； Manual for extensionist and 
farmers）

・ 農家講師用研修マニュアル（Curriculum for introductory Training Course for Farmer Teachers）
・ 農業普及マニュアル－農業グループの形成とその訓練（Agricultural extension manual； 

Formation of farmer group and their training）

表３－５　成果１の指標の達成状況

指標 達成状況

1-1 コミュニティー開発マ

ニュアルが参加型で開発され

る。

「コミュニティー開発マニュアル」のドラフトがプロジェク

ト側で作成された。その後、2011 年 3 月に、MCRD/GOSS
と MCRD/CES の C/P 及びアマディ農村開発研究所（ARDI）

8

スタッフ、プロジェクト専門家により、同マニュアル作成

チームが組織され、マニュアルのレビューが行われている。

同マニュアルは、2012 年の 1 月に完成予定。

1-2 作 成 さ れ た コ ミ ュ ニ

ティー開発マニュアルが CDO
を含む関係者に積極的に評価

される。

「コミュニティー開発マニュアル」のドラフトが CDO を始

め、C/P に配布されている。2011 年 9 月中に実施される研

修において、C/P 側による評価が行われ、その結果は最終

版の内容に反映される。

1-3 農業技術パッケージが参

加型で開発される。

農業技術パッケージを構成する「農業普及員及び農家用マ

ニュアル」のドラフトがプロジェクトチームによって作成

され、CDO や農業省スタッフ、AEO によってレビューが行

われている。また、野菜生産の政策に係るワークショップ

が、2011 年 3 月に実施され、関係者から意見が集約された。

1-4 作成された農業技術パッ

ケージが AEO を含む関係者

に積極的に評価される。

上記 1-3 のとおり、「農業普及員及び農家用マニュアル」は、

農業省スタッフ、AEO に配布され、内容のレビューが行わ

れている。

8
　アマディ農村開発研究所（Amadi Rural Development Institute）
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1-5 農業技術パッケージを導

入する農民が増加する。

農家講師（Farmer Teachers）へのアンケート結果では、29 名

の回答者中、24 名（83％）が少なくとも 1 つの営農技術を

既に実践していると回答した。残りの回答者からは、プロ

ジェクトの活動が開始されていなかった、一時的に村を離

れており活動機会がなかった、と回答した 9。

３－２－２　成果２の達成状況

成果２． （生計向上モデルを構築する上で必要となる）政府関係者及びコミュニティーリー

ダーの能力が強化される。

プロジェクトは、MCRD/CES に所属する 100 名の CDO のうち、48 名を C/P として、その能

力開発のために、研修やワークショップ、モデルサイトを通じた実地研修（OJT）などを実施

してきた。国内研修はこれまでに計 33 回実施され、総参加者数は延べ 832 名となっている。

また、ワークショップは計 13 回開催され、総参加者数は 548 名となっている
10
。参加者数の内

訳は以下の表３－６のとおり。（また、各研修の実施内容については、付属資料１「協議議事

録（M/M）」中の ANNEX 4「List of Organized Training and Workshop」を参照。）

表３－６　国内研修及びワークショップの参加者数の内訳

国内研修 ワークショップ 計

CDO 464 90 554

AEO 14 11 25

ARDI 14 12 26

MCRD/GOSS 1 43 44

MCRD/CES － 58 58

MAF/GOSS － 44 44

MAF/CES － 32 32

村開発委員会（BDC11） 112 61 173

コミュニティー住民 216 － 216

他州政府 － 42 42

その他 11 155 166

合計 832 548 1,380

C/P である CDO は、現在、各モデルサイトに対応した 6 つのエリアチームに編成されてい

る。それぞれのチームリーダーに率いられ、各メンバーは熱心に活動し、コミュニティーへの

9
　プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査結果より。

10
　「協議議事録（M/M）」中の ANNEX 4 では、延べ人数は 844 人となっているが、資料内容に誤差があり、再集計を行った。

11
　BDC：Boma Development Committee
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定期的な訪問回数を増やし、また、国連機関や非政府組織（NGO）などの他の支援機関とも

関係性を構築し始めている
12
。そして、日常の活動の成果として、コミュニティーの住民側か

らの CDO に対する信頼性が向上している。また、MAF/CES に所属する AEO は、現在ジュバ

郡の 1 名がプロジェクト活動に参加しており、CDO と同様に研修やワークショップ、モデル

サイトでの OJT を通じた能力開発を行っている。現在は、主に展示圃場（デモファーム）で

活動し、グループ農家への技術指導を行っている
13
。

表３－７　成果２の指標の達成状況

指標 達成状況

2-1 研修やスタディーツアー

への参加を通じて、CDO 及び

AEO が新しい技術と知識を身

に付ける。

① 　C/P である 48 人の CDO は、国内研修、ワークショッ

プ、本邦研修、スタディーツアーにおいて技術を習得し

た。また、48 名の CDO のうちフィールド担当の 32 人は、

定期的に 6 つのモデルサイトのコミュニティーを訪問し、

パイロット活動による OJT を経て、技術と経験を蓄積し

てきた。

② 　プロジェクトが実施した CDO に対するアンケート結果

より、すべての CDO が、研修や OJT を通じて、コミュ

ニティーの動員や活性化、報告とモニタリングなどの技

術と知識を得たと回答した 14。

③ 　ジュバ郡に所属する計 2 名の AEO は、国内研修、ワー

クショップ、スタディーツアーに参加した。同 AEO は、

2 カ所の展示圃場で実施される営農改善の取り組みに参

加し、OJT を通じて、営農改善と農家指導の技術と知識

を得た。

④ 　BDC の管理者レベル（40 人のコミュニティーリーダー）

は、5回の研修に参加し、コミュニティーの動員、コミュ

ニティーの管理運営について知識を得た。

2-2 プロジェクトに関与する

CDO 及び AEO のうち、80％
が一連の研修を受ける。

① 　C/Pである 48人のCDO全員が研修に参加した。 （100％）

② 　C/P である 2 名の AEO が、展示圃場での OJT を受ける

とともに、これまでに計 32 回の研修に参加した。

③ 　BDC の管理者レベル（40 人のコミュニティーリーダー）

は、5回の研修に参加し、コミュニティーの動員、コミュ

ニティーの管理運営について知識を得た。（58％）

12
　 現在、活動において、中央エクアトリア州政府の保健省、教育省、中央政府の野生動物資源省、イェイ農業研修所、国連食糧農

業機関（FAO）、国連児童基金（UNICEF）、4 つの国際 NGO などと、協力関係をもっている。
13

　当初、AEO は 2 名体制であったが、今年、1 名が退職した。
14

　プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査結果より。CDO の回答者は、全 26 名。
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2-3 80％以上の研修コースで、

80％の研修参加者が A か B で

研修を評価する。

プロジェクトが実施した研修に係るアンケートより、以下

の結果が得られた。

① 　研修に参加した 85.7％の CDO が、その内容に満足して

いると回答した。

② 　研修に参加したコミュニティーリーダーの 72％ が、研

修は効果的であったと回答した。

2-4 80％以上の研修参加者が

身に付けた知識と技術を業務

で活用する。

① 　C/P であるほとんどの CDO が、プロジェクトの実施に

より、彼ら自身の事務所が機能的で活発になったと認識

している。

② 　アンケート結果より、回答した 26 名中、24 名（92％）

が、習得した技術と知識を現場で活用していると回答し

た。

③ 　グループディスカッションの結果より、4 つの BDC で

研修結果をコミュニティーの中で実践していると回答し

た。

④ 　AEO は、展示圃場での活動を通じて、研修で得た知識

と技術を、農家に対して指導している。

2-5 CDO と AEO が農村訪問の

意識をもち、主体的・計画的

に（活動を）実行できる。

① 　CDO の現地訪問記録によると、訪問回数は、2009 年は

13.7 回 / 月であったが、2010 年には 65 回 / 月に増加した。

② 　2010 年は、CDO は地域チームごとにモデルサイトを訪

問した。2011 年には、地域チームより、新たに分野別に

チームも加えた形で再編されたため、個別の訪問回数は

減少した。

③ 　2010 年までは、先方からの要請により、プロジェクト

チーム側より、CDO に対してコミュニティーの訪問に係

る手当を支払っていた。2011 年より同手当は廃止された

が、CDO は、従来どおりにコミュニティーを訪問してい

る 15。

④ 　2 名の AEO は、モデルサイトの農家を訪問し、技術の

活用状況のモニタリングを行った。

⑤ 　中間レビュー調査に先立って実施されたグループ農家

へのインタビュー結果では、各農家は、CDO の活動が活

発であるとの認識が、プロジェクト実施前の 2.4％から

97. ４％に増加し、かつ、彼らのうち 77.4％がその活動に

満足していると回答した。

15
　南スーダンでは、援助事業の実施において、政府側かドナー側に対して、業務に係る手当の支給を求めることが慣例化している。
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2-6 仕事に対するコミットメ

ント、モチベーション、協働

性が向上したと考える CDO
が 80％以上となる。

① 　中間レビュー調査に先立って実施されたアンケート結

果より、85.7％の CDO が彼ら自身の業務状況に満足して

いると回答した。その中で、CDO たちは彼自身の技術に

自信をもち、コミュニティーへの支援を行うことをより

強く指向するようになったとしている。また、彼らの支

援によるコミュニティーの変化とグループ作業の重要性

を認識した。

② 　中間レビュー調査時において、グループ農家数は 616
あったが、そのうち、77.1％が CDO の活動は役立ってい

ると回答した。

③ 　CDO は、国連組織や NGO などの組織と活動上の関係

性をもっている。

④ 　各モデルサイトで形成された BDC では、意思決定の仕

組みが構築され、村内の問題解決の重要性が理解され始

めている。4 つの BDC は、基礎教育の開始、外部団体へ

の支援の依頼など活発に活動している。

３－２－３　成果３の達成状況

成果３． （生計向上モデルを構築する上で必要となる）中央・州の農村開発省及び州の農業省

の組織能力が強化される。

プロジェクトは、MCRD/GOSS 及び MCRD/CES、MAF/CES の関係機関の組織強化を、主に

農村開発を実践するための制度的な枠組みの改善を通じて行ってきた。その過程において、

MCRD/GOSS の大臣は、過去 5 年間に 5 回交代し、また、2011 年 2 月の同大臣の暗殺以降は空

席のままとなっていた。そのため、国家の農村開発政策に係る政策判断が滞る状況の中で活動

が進められた。

南スーダンの農村開発に係る現状の課題と情報共有を目的として、農村開発フォーラム

（Rural Development Forum：RDF）が 2010 年 6 月に、他援助機関も参加して開催された。同

フ ォ ー ラ ム で は、MCRD/GOSS の“Policy Framework and Strategies 2007/2008” 及 び“Policy 
Guideline 2007”の現状に沿った改訂が必要との認識が確認された。プロジェクトは、MCRD/
GOSS 側と協議しつつ、現在その改訂作業を行っており、“Policy Framework and Strategies 
2011/2012”と“Policy Guideline 201116

”が、プロジェクト終了までに策定されることとなっ

ている。またプロジェクトは、政策の実施機関である州政府に対して MCRD/CES の Policy 
Implementation Guideline と MAF/CES の Vegetable Projection Strategy を各々策定中である。

また、プロジェクトは国立の農村開発分野の研究機関であるアマディ農村開発研究所

（ARDI）の能力向上支援
17
や、南スーダン全体の農村開発の実施状況を把握するため、「全国農

村開発及び農業普及調査
18
」を、2011 年 6 月に実施した。

16
　同文書は、MCRD/GOSS の予算、人材育成、機材と装備、業務実施過程などの内容を含んでいる。

17
　同機関スタッフを対象として、6 回の研修と 5 回のスタディーツアーを実施し、参加者合計は 87 名となった。

18
　 英語名は、“The Survey on Rural Development and Agricultural Extension in South Sudan” である。同調査終了後、調査結果の共有のため、

ワークショップが開催され、関係者間で、農村開発とその普及に係る課題と現状が認識された。
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表３－８　成果３の指標の達成状況

指標 達成状況

3-1 「農村開発省中期開発戦

略」が策定され、南スーダン

政府及び州政府から正式に承

認される。

現 在“Policy Framework and Strategies 2011/2012” と“Policy 
Guideline 2011”の策定が進められている。その作業の一環

として、「農村開発政策枠組み及び戦略」について検討する

ワークショップが 2011 年 8 月に開催された。また、MCRD/
GOSS 内に、政策策定委員会が 9 月中に組織されることと

なっている。

3-2 CDO 及び AEO の業務内容

及び求められる資質が明確に

され、承認される。

「コミュニティー開発マニュアル」の中で、CDO の職務

規則が提示されている。また、同規則は、上述の Policy 
Guideline の中でも記述されることとなる。

3-3  情報管理システムの改善

を通じて、CDO や関係者が必

要な情報にアクセスできるよ

うになる。

CDO は、業務に必要な関係機関の情報を、「コミュニティー

開発マニュアル」の中の有益情報の項から得ることができ

る。また、政策ガイドラインの中で、CDO の報告様式に関

する規定が明確にされ、情報管理が容易になる。

3-4 農村開発フォーラムを定

期的に開催し、関係者との情

報共有が図られる。

第１回の農村開発フォーラム（RDF）が 2010 年 7 月に開催

され、農村開発にかかわる他ドナーや NGO が参加し、情報

共有と課題に関する議論が行われた。そして、RDF 委員会

を設立し、フォーラムの定期的な開催が合意された。しか

し、MCRD/GOSS の大臣の不在が続いていたことから、現

在まで第２回のフォーラムは開催されていない。

３－２－４　成果４の達成状況

成果４．生計向上モデルを適用したモデルプロジェクトが実施される。

プロジェクトはジュバ市近郊の以下の 6 つのモデルサイト
19
において「生計向上モデル」を

実施している。

・カプリ（Kapuri, Rombur Boma, Northern Bari Payam）

・ニャミニ（Nyamini, Nyamini Boma, Northern Bari Payam）

・コルジック（Kworijik Luri, Luri Boma, Northern Bari Payam）

・シリモン（Sirrimon, Sirrimon Boma, Dolo Payam）

・カンスーク（Kansuk, Kansuk Boma, Rajaf Payam）

・ブング（Bungu, Bungu Boma, Bungu Payam）

プロジェクトは、各モデルサイトにおいて村開発委員会（BDC）の設立を支援し、コミュニ

ティー開発計画〔Community Development Plan in 2010 – 2012 （CDP）〕を各々策定した。CDP では、

各村の課題と共に、課題を解決するため、営農改善（農業）、収入創出、水供給、保健、教育、

治安の分野に分類された行動内容が提示されている。

19
　州以下の行政単位は、County（郡）、Payam、Boma（村）となっている。
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各村は、BDC が中心となって、上述の分野でコミュニティーによるモデル活動を実施して

いる。同活動は、CDO やプロジェクトチームの支援を得て、コミュニティー住民が活動ごと

にグループを形成して進められている。特に農業については、農民グループの形成、農家講師

制度の導入などが行われ、農家自身による新たな営農手法の実践と、生産性の向上が進んでい

る
20
。（各モデルサイトの活動の現状は、付属資料２「各モデルサイトの活動の現状」を参照。）

表３－９　成果４の指標の達成状況

指標 達成状況

4-1 プロジェクトに参加する

コミュニティーメンバーの

食料の生産量、収入、財産等

が、参加しないメンバーと比

べて、また、プロジェクト開

始前と比べて、少なくとも

50％増加する。

モデルサイトごとに行ったグループディスッカションの結

果より、プロジェクトに参加した農家の生産量と収入の増

加が確認された。住民は、空腹感が減少し、小学校の学

費、病院の支払いや他の支出を賄うことができた。中間レ

ビュー調査時にプロジェクトが実施した実証調査では、穀

物の収量が 1 世帯当たり 29％増加した。これは、SDG885
（USD341）に相当する。また、68.9％のグループ農家が同年

の生産に満足していた。

4-2 空腹を感じる世帯数が

50％減少する。

① 　プロジェクト開始前の調査時点では、ジュバ郡の 61％
の世帯が 1 日 1 食であったが、モデルサイトでは現在、

36.4％に減少している。

② 　グループディスッカションの結果より、住民は 1 日 2
食となり、活動的になったと回答している 21。

4-3 プロジェクト参加世帯の

農業生産性が、2012 年までに

少なくとも 10％増加する。

プロジェクトに参加している農家による穀物の生産性は、

全国平均を上回っている 22。

①　落花生、メイズ、ソルガム（2010 年の値、単位 kg/ha）

モデルサイト 展示圃場 全国平均

落花生 1,119 4,810 750

メイズ 2,808 5,300 2,020

ソルガム 1,601 － 580

20
　 農家のグループ化による営農支援は、2010 年より開始された。農家グループに参加することで、各農家は、プロジェクトより、

種子、農器具の提供が得られる。その代わりに、収穫した種子の 50％をプロジェクト側に返還することが義務づけられる。2010
年に 616 名が参加して開始され、2011 年は、種子の返還状況や参加度を勘案し、313 名となった。終了時評価時点では、284 名

がグループ農家として登録されている。
21

　 プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査結果より。
22

　 本終了時評価実施時点では、メイズやソルガムなどの穀物の収穫期には早く、全国平均との比較調査は行われていない。そのた

め、2011 年の収穫量調査は、年末までに行われる予定。なお、プロジェクト開始前のモデルサイトでの農業生産性に係るデータ

がないため、比較対象として、全国平均値を選定している。
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②　野菜類（2011 年サンプル調査、単位 kg/ha）

展示圃場 全国平均

ナス 26,300 19,700

トマト 21,700 16,100

キャベツ 30,900 24,500

オクラ 18,500 12,300

4-4 プロジェクト参加農家の

80％が、農業技術パッケージ

から学んだ基礎的な技術を少

なくとも 1 つは活用する。

① 　2010 年に 31 回、2011 年に 17 回実施された研修の結果、

11 件の新しい農業技術や活動が農民グループに導入され

た。

② 　2010 年より、72％の農家が新しい作物の生産を開始し

た。

③ 　農家講師へのアンケート調査では、回答した 29 人中、

24 人が少なくとも 1 つの基礎的な技術を採用していると

回答した23。

④ 　農家講師は積極的に技術と知識をグループ内の農家に

提供している（88 以上の農家）。また、プロジェクトに

参加していない農家から、70 人以上の農民が、新技術に

興味を示し、農家講師の圃場を視察しに訪問している24。

4-5 コミュニティーの組織、

グループが形成され、モデル

プロジェクトに積極的に参加

する。

① 　それぞれのモデルサイトで村開発委員会（BDC）
が設立され、 コミュニティー開発計画（Community 
Development Plan：CDP）が、住民参加により策定された。

② 　32 の農民グループ、14 の収入創出活動（IGA25）グルー

プ、2 つの PTA が、活動に応じて組織された。

4-6 女性や国内避難民を含む

社会的弱者のうち、 80％ がモ

デルプロジェクトの恩恵を受

けていると感じる。

① 　90％ の女性と 100％の国内避難民（IDP26）が作物生産

に満足し、93.3％が CDO や AEO、プロジェクトの活動に

満足している27。

② 　グループディスカッションの結果より、コミュニ

ティー内での女性の社会的地位の向上が確認された。例

として、女性は慣習的にコミュニティー内の会合に参加

できなかったが、現在は参加し、活発に意見を述べるよ

うになった。

4-7 プロジェクト期間を通じ

て、農村での研修への参加者

の女性の割合が 40％を超え

る。

① 　計 91 名の BDC メンバー中、女性は 20 名（22％）、また、

182 名の IGA グループ中、81 名（45％）が女性である。

23
　プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査結果より。

24
　本終了時評価調査で実施した農家講師へのグループインタビュー結果より。

25
　IGA：Income Generation Activities

26
　IDP：Internally Displaced Person

27
　中間評価調査時点での住民に対するアンケート結果より。
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4-8 コミュニティー建設に主

体性をもって参加するリー

ダーが各農村で育成される。

① 　各 BDC は、プロジェクト活動における OJT の一環と

して、CDO と協力してパイロット活動を実施している。

② 　BDC の主要メンバーである 40 人のコミュニティーリー

ダーは、研修で得られた知識を、他のメンバーに積極的

に伝えている。

4-9 コミュニティーによる開

発計画の策定がなされる。

それぞれのモデルサイトで BDC が設立され、CDP が、住

民参加により策定された。CDP に基づいて、現在、農業、

IGA、教育、保健、水供給の分野で活動を実施している。

4-10 モデルプロジェクトが

オーナーシップをもって実施

される。

グループディスカッションの結果より、パイロット活動に

かかわるほとんどのメンバーは、彼ら自身の活動に自信を

もっており、CDO やプロジェクトの支援がなくても活動を

継続できるとしていることが確認された
28
。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルを普及するための基盤が整備される。

プロジェクトは、ジュバ近郊の 6 つのモデルサイトにおいて「生計向上モデル」に基づいた活

動を実施し、同モデルを普及するための基礎的条件の整備を目標としてきた。同モデルサイトで

は、農業、収入創出活動、保健、教育、水供給（井戸整備）のコミュニティー活動が行われてい

る。特に、農業分野では、参加した農家の営農技術の改善により、メイズなどの穀類から野菜な

どの園芸作物まで、生産量が増加することが見込まれており、その結果として、農家の収入向上

と食料事情の改善に結び付くことが期待できるものである。

そして、プロジェクトでは、「生計向上モデル」を普及するための基礎的条件を、①コミュニ

ティー開発官（CDO）を主とする C/P の能力開発、② C/P の活動の指針となり、業務において活

用するガイドラインやマニュアルの整備、そして、③ MCRD/GOSS 及び MCRD/CES、MAF/CES
の政府機関の組織能力の向上と規定している。これらの基礎的条件は、上記の３－２の各成果の

達成状況で述べたとおり、各成果の発現を通じて成立しつつある。したがって、プロジェクト

は、実施期間の終了までにプロジェクト目標を達成することが予期される。

表３－ 10　プロジェクト目標の達成状況

指標 達成状況

中央エクアトリア州（ジュバ

郡）の農村における生計向上

の仕組みが確立される。

「生計向上」モデルの基礎的条件である C/P の能力向上、マ

ニュアルやガイドラインなどの支援材料、制度設計の支援に

よる関係組織の強化は、順次、図られつつある。

28
　プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査結果より。
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３－４　プロジェクトの実施プロセス

３－４－１　プロジェクトの運営管理

（１）合同調整委員会（JCC）
プロジェクトでは JCC が毎年度開催されている。第１回は 2009 年 10 月、第２回は

2010 年 3 月、第３回は 2011 年 9 月に開催された。JCC は、MCRD/GOSS の事務次官が議

長となり、南スーダン側 C/P、JICA 現地事務所、プロジェクトチーム側からのメンバーが

出席している。同会議では、プロジェクトの進捗状況の報告と今後の活動予定について議

論がなされている。

（２）C/P との定期会合

C/P（CDO 及び MCRD/CES の管理部門）との定例会議が、毎週月曜日に開催されている。

同会議においては、各モデルサイトの活動進捗状況の報告と活動上の課題などが話し合わ

れている。

（３）その他の会合、ワークショップなど

・農村開発フォーラム（RDF）
2010 年 6 月に開催された RDF には、MCRD/GOSS 及び CES からの C/P に加え、農村

開発にかかわる支援機関として、米国国際開発庁（USAID）や、日本の緊急支援 NGOs
（JEN）などが参加した。RDF での意見交換を踏まえて、RDF の定期開催、RDF 委員会

の設立が合意された。しかし、MCRD/GOSS の大臣の不在が続いたため、第２回会合は

現在まで開催されていない。

・農業開発ワークショップ

野菜生産に係る課題を検討するワークショップが、2011 年 4 月以降これまでに 4 回

開催され、MAF/GOSS、及び MAF/CES や MCRD/CES などが参加した。同ワークショッ

プでは、野菜や穀物生産に使用される種子を輸入品から国産品によって代替するため

の議論が行われた。また、同ワークショップにおいて、プロジェクト活動において明

らかとなったジュバ近郊の農業の潜在力と可能性が報告されている。

３－４－２　活動実施における C/P との関係性

（１）中央政府の C/P との関係性

JCC の開催や、RDF や他のワークショップの開催を通じて、MCRD/GOSS の事務次官

以下との関係性は緊密かつ良好に保たれている。他方、MCRD/GOSS の大臣の頻繁な交代

と、2011 年の 2 月の同大臣の暗殺以降の大臣不在の状況により、農村開発政策策定に係

る政策的な判断は困難な状況が続いていた。

（２）州政府の C/P との関係性

プロジェクト活動や定例会議を通じてプロジェクトチームと CDO との意思疎通は十分

に図られ、信頼関係が強化されている。しかし、MCRD/CES の大臣以下、管理部門のプ

ロジェクト活動へのかかわりと理解は十分になされているとはいえない。MAF/CES 側と

の関係に関しては、展示圃場での活動を通じて AEO との関係性が緊密に保たれている。
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第４章　５項目評価結果

４－１　妥当性

プロジェクトの目的とその実施手法は、南スーダン政府の農村開発政策と合致しているととも

に、日本政府の同国に対する援助方針と合致している。したがって、プロジェクト実施の妥当性

は確保されている。

４－１－１　南スーダン政府等の政策

南スーダン政府は、内戦後の復興から中長期的な開発に移行する段階において、農村の生

計向上と生活改善が重要な課題であると認識している。MCRD/GOSS は「Policy Framework and 
Work plan of MCRD/GOSS 2007/2008」において、①コミュニティーを軸にした開発事業の推進

と、②特別な配慮を必要とするグループの自立的かつ社会への統合を支援するサービスの提供

を政策として掲げている。同政策の推進のために、コミュニティーを現場で直接的に支援する

CDO の能力開発が不可欠としている。また、農業開発に関して MAF/GOSS は、① AEO を含

む人的資源開発、②農業開発を通じた貧困緩和、③農業普及パッケージの確立、を重点目標と

している。

プロジェクトが目標として掲げる農村の「生計向上モデル」を実施するための基礎的条件の

確立は、上記の政府機関の政策や重点目標と合致している。

４－１－２　日本の援助指針と JICA の国別援助方針

日本政府は、平和構築への支援を政府開発援助における重要課題のひとつとして掲げてい

る。南スーダンに対しては、社会の再統合が国家の平和構築において重要であるとして、国内

避難民の帰還と地域社会への融合を優先分野として位置づけている。そして、コミュニティー

開発を通じた、分野横断的なアプローチが重要としている。さらに JICA は、南スーダンの平

和の定着を支援するため、同国の短期的及び長期的な要請に対応することを援助方針として掲

げている。

プロジェクトは上述の方針の中で農村社会の安定化に生計向上を通じて行うものであり、日

本の援助方針と一致している。

４－１－３　プロジェクト・デザイン

プロジェクトは、農村開発に従事する CDO や AEO などの政府機関職員とコミュニティー住

民の能力開発を 6 つのモデルサイトにおけるモデル活動の計画と実施を通じて行っている。こ

れらのモデル活動は、コミュニティー開発計画（CDP）の中で確認されたコミュニティー個々

のニーズに応えるものとなっている。結果としてプロジェクトの実施は、政府機関とコミュニ

ティーの関係性を強化し、かつ、コミュニティー内での住民間の協働を推進するものとなって

いる。このような手法は、農村地域社会の安定化に寄与するものといえる。

４－２　有効性

プロジェクト活動の実施と成果の達成を通じて、プロジェクト目標は実施期間内で達成され

る見込みである。プロジェクトは効果的に実施されてきており、その有効性は高いといえる。
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４－２－１　プロジェクト目標の達成見込み

プロジェクトの目標は、「ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルを普及する

ための基盤」の整備となっている。プロジェクトはジュバ近郊に 6 つのモデルサイトを選定し、

C/P と共に「生計向上モデル」を実施してきた。また、同時に同モデルを普及するための基礎

的条件を段階的に整備してきた。プロジェクトでは、同モデルを普及するための基礎的条件

は、① CDO を主とする C/P の能力開発、② C/P の活動の指針となり、業務において活用する

ガイドラインやマニュアルの整備、そして、③ MCRD/GOSS 及び CES、MAF/CES の政府機関

の組織能力の向上、により構成されるものとしている。

先ず、①の C/P の能力開発は、研修やモデル活動の実施を通じて行われてきた。また、その

経験と知識は、②のマニュアルとガイドラインなどに直接的に反映されている。MCRD/GOSS
は、同マニュアル類を政府機関スタッフの人材育成の教材として採用する予定である。また、

これらの活動を通じて得られた知見が政府の政策である MCRD/GOSS の「Policy Framework and 
Work plan 2011/2012」に反映されることとなっている。

上述した成果によって、プロジェクト目標である生計向上モデルを普及する基盤は成立しつ

つある。したがって、プロジェクトは実施期間の終了までにプロジェクト目標を達成すること

が予期される。

４－２－２　プロジェクトに対する外的、内的要因

プロジェクト開始以降、その活動を大きく阻害するような深刻な要因はなかった。しかし、

MCRD/GOSS の大臣の頻繁な交代と、2011 年の 2 月の同大臣の暗殺以降の空席状況により、農

村開発政策策定に係る政策的な判断は困難な状況が続いていた。他方、プロジェクトを進める

ためのポジティブな要因としては、C/P である CDO のモデルサイトで実施するコミュニティー

開発活動に対する意識の向上が挙げられる。現在 6 つのモデルサイトにおいて、CDO は農業、

収入創出、保健、教育、水供給などの活動に携わり、定期的に担当するコミュニティーを訪問

している。2011 年以降は、南スーダンにおける慣行であった業務手当の支給の有無にかかわ

りなく、熱心に活動を継続している。

４－３　効率性

プロジェクトの活動は計画どおりに実施され、日本側、南スーダン側の投入も有効に活用され

た。また、プロジェクトの運営管理に関しては、JCC の開催やさまざまなワークショップを通じ

て、MCRD/GOSS をはじめとして C/P とも緊密な関係を構築している。これらの観点から、プロ

ジェクトの活動は効率的に行われてきたといえる。

４－３－１　投入、活動と成果の達成

日本からの投入は、専門家及びローカルスタッフの配置、現地業務費の支出、活動に必要な

機材の導入と現地業務費の支出、本邦研修などの実施である。これらは成果を達成するために

十分に活用された。特に、専門家チームが行った、現地国内研修とモデルサイトや展示圃場で

実施された OJT を組み合わせた技術移転は、C/P の能力開発に対して効果的であった。南スー

ダンからの投入は、C/P の配置、プロジェクト事務所設置のための用地等の提供であり、活動

の中で有効に活用された。特に、C/P である CDO は、モデルサイトごとに 6 つのエリアチー
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ムに編成され、積極的に活動を行うことで、成果の達成に貢献してきた。他方、MCRD/GOSS
の大臣の頻繁な交代と不在が、農村開発政策の策定に係る活動に一部、遅延をもたらしたが、

全体としての影響は大きくなかった。これらのことから、双方の投入は、成果達成のための活

動に有効に活用されてきたといえる。

４－３－２　プロジェクトの運営管理

プロジェクトの実施における、専門家チームと MCRD/GOSS 及び CES と MAF/CES の関係

は、さまざまな会合やワークショップの実施を通じて、良好に保たれてきている。プロジェク

トの意思決定機関である JCC は、毎年度開催され、関係者間で、プロジェクトの進捗の確認

と課題の検討が行われている。また、CDO を主とした MCRD/CES との定期会合が、毎週月曜

日に開催されており、日々の活動に係る緊密な連携が取られている。さらに、プロジェクト

が作成する農村開発、農業開発に係るマニュアルやガイドラインについて、MCRD/GOSS 及び

MCRD/CES、MAF/GOSS 及び MAF/CES のスタッフが加わって編集委員が組織されており、南

スーダン側の政府機関の関与が確保されている。

４－４　インパクト

上位目標の達成には、CDO の能力開発を生かし、現場レベルでの活動を維持すべく、MCRD/
CES が組織として、プロジェクトが行った業務を引き継ぎ、CDO 及び農家を支援していくこと

が重要な要素となる。また、その他のインパクトでは、いくつかのポジティブなインパクトは認

められたものの、ネガティブなインパクトは観察されなかった。

４－４－１　上位目標達成の見込み

プロジェクトの上位目標は、「ジュバ近郊の農村の多様性に対応した生計向上モデルがジュ

バ郡内で広く活用される。」ことであり、その指標は「生計向上モデルを適用する農家の数が

増加する。」と設定されている。ジュバ近郊においては、「生計向上」モデルが発展していくた

めには、現在、プロジェクトのモデルサイトで活動している CDO や農家や住民が引き続きそ

の活動を継続していくことが必要となる。本評価調査及びプロジェクトによるインタビュー結

果から、これらの CDO 及び農家から、プロジェクトを通じて得られた知識と技術を維持し活

動を継続していくことに対する意欲が確認された。

また、現在 MCRD/CES は CDO を州内の各郡（county）に配置することを意図している。そ

の場合、プロジェクトのモデルが同郡以外でも広範に実践されていくことも期待される。いず

れの場合にせよ、MCRD/CES が、プロジェクトが行った業務を引き継ぐとともに、CDO が現

場で活動を行うための組織的な体制づくりとそのための予算措置が必要である。

４－４－２　その他のインパクト

その他、以下のようなポジティブなインパクトが確認された。一方、ネガティブなインパク

トは本調査では確認されなかった。

① 　2010 年 6 月に開催された農村開発フォーラム（RDF）において、他ドナー、NGO を含

めた関係機関間で、農村開発の重要性が確認され、RDF 委員会の設立につながった。

② 　アマディ農村開発研究所（ARDI）において、「コミュニティー開発マニュアル」を使用
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した研修コースが実施されることとなり、中央エクアトリア州以外の CDO などの農村開

発関係者に、プロジェクトの生計向上モデルの知識を普及することが可能となった。

③ 　MAF/CES は、州内の郡に配置されているすべての AEO に対して、「農業普及員及び農

家用マニュアル」を配布し、その活用を促すこととなった。

④ 　25 名の農家講師の活動に対して、プロジェクト活動対象外の 70 人以上の農家が興味を

示し、一部はその技術を活用し始めている
29
。

⑤ 　5 つのモデルサイトにおいて、村開発委員会（BDC）の設立と運営、さまざまな農家・

住民グループの相互の協力や協働活動を通じて、プロジェクト以前に比較して、コミュニ

ティーの住民間の関係性がつくられ、コミュニティーの住民の融合が進んでいると感じて

いる
30
。

４－５　自立発展性

プロジェクトの自立発展性を、①政策・制度的側面、②組織的側面、③技術的側面から、以下

のとおり検証した。その結果、③技術的側面については満たされる可能性が高いが、①政策・制

度的側面については南スーダン政府内において MCRD を吸収する MAF による政策の継続性が、

②組織的側面については実施機関となる MCRD/CES の組織体制の充実と活動予算の確保が、そ

れぞれ不可欠となることが予想されている。

４－５－１　政策・制度的側面

南スーダン政府は、現在、国家開発戦略として「南スーダン政府開発計画 2011-2013」を策

定中である。同計画ドラフトにおいて、経済開発分野における「農業の生産性向上」を重点課

題のひとつとして掲げるとともに、農村部の生計向上と雇用促進は同国の貧困緩和と平和構築

に重要であるとしている。また、社会・人間開発分野においては、「基礎的社会サービスの提

供による住民の生活改善と尊厳の確立」が主要な目的とされている。

また、MCRD/GOSS は、現行の Policy Framework 及び Work plan 2007/2008 をプロジェクトの

協力の下に改訂中である。改訂に際し、農村開発や CDO の職務に関する記述は、本プロジェ

クトの経験が反映されたものとなる。このことから、プロジェクトの効果を維持するための政

策・制度的な枠組みは確保される見込みである。ただし、2011 年 8 月の政府内の機構改編に

より、MCRD/GOSS の農村開発部門は MAF/GOSS に統合されることとなったため、改訂中の

政策について MAF 側が承認するとともに、同省の政策との整合性を得るための調整が今後必

要になると思われる。

４－５－２　組織的側面

MCRD/GOSS は、全国のコミュニティー開発のために、700 万 SDG の基金を設置してい

る。各州は、同省に対して、所定の書式に基づいて、同基金の活用の申請ができることから、

MCRD/CES は、同基金を活用して CDO の活動を支援するためのインフラ整備などが可能であ

る。現在、MCRD/CES は、ジュバ中心に勤務している CDO を州内の他郡に再配置することを

29
　 農家講師へのインタビューより（35 名出席中、25 名が回答）、現在 6 つのサイトで農家講師が指導しているグループ農家数は 88
名以上である。また、グループ農家以外で農家講師を訪問し視察に来る農家は 71 名以上との回答があった。

30
　プロジェクトが 2011 年 8 月に実施したモニタリング調査における、グループインタビューへの回答結果より。



－ 23 －

企図している
31
。その一方で、同省はCDOの再配置に伴う財政措置や、CDOがプロジェクト活

動を継続するための交通手段の確保など、組織的な措置を明らかにしていない
32
。

他方、MAF/CES 側にも、AEO が CDO と共同で活動を継続していくための配慮が必要とさ

れている。

４－５－３　技術的側面

プロジェクトの C/P である 48 名の CDO は、プロジェクトの活動から得た知識・技術と経験

に対する自負と向上心が認められ、今後も個人レベルでその技術力は維持されることが予想さ

れる
33
。特に、エリアチームのリーダーをはじめ、熟練した CDO に対しては、同チーム内の後

進への指導のみならず、C/P に入らなかった他の CDO への技術指導が期待されている
34
。

また、現在計 284 名となった農業グループに参加した農家は、これまでのモデル活動を経

て、活動に対する継続性と意欲をもつ農家に絞り込まれており、今後もプロジェクトから得ら

れた営農技術を維持していくことが予想される
35
。特に、35 名の農家講師は、グループファー

ムの各農家に対してリーダー的な役割を担っており、技術の吸収力と自立意識は高い。彼らを

中心としたグループメンバー間の相互の協力の下、デモファームで実践した技術が各農家にお

いて継続的に活用されていくと思われる。

31
　各郡への配置は、20 名程度とされている。そのため、更なる CDO の増員を MCRD/CES は念頭に置いている。

32
　 MCRD/CES の予算について、2008 年度及び 2009 年度はプロジェクト・チームに対して情報の開示があったが、その後は一切な

されていない。
33

　 CDO 自身のコメントにより、CDO には、①職業意識「CDO としての目的意識や目標をもつ」、②手法の熟知「コミュニティー

にいかに入っていくかを熟知する」、③コミュニケーション「コミュニティーの住民との関係性の構築を円滑に行う」、④能力向

上「リーダーシップ、リポート作成技術など、自己の研鑽を図る」、そして、⑤専門分野の基礎知識「農業や保健、教育、収入

向上活動など、活動分野の基礎的な知識を習得する」の要素が必要であるとした。そして、CDO は日々の活動を通じてこれら

の能力の向上を図ることが重要であるとしている。また、プロジェクト専門家からの聞き取りより、現状で、専門家からの特段

の助言を得ず自立発展的に活動を行うことのできる CDO は 15 名程度となっており、後進の指導も行っているとのこと。
34

　  MCRD/CES の CDO の総数は、現在、100 名程度となっている。
35

　 農家グループの活動は、2010 年に、32 グループ、計 616 名で開始したが、2011 年の初めに、前年度の営農の結果と種子変換率

を踏まえ、16 グループ、312 名に再編成された。その後、9 月現在で、12 グループ、284 名となっている。
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第５章　提言及び教訓

５－１　農村開発政策の着実な実施

2011 年の南スーダン政府省庁再編によって農村開発省（MCRD/GOSS）の農村開発部門が農業

省（MAF/GOSS）に統合される見込みとなった。プロジェクトの活動を通じて策定された農村開

発政策の着実な実施のためには、新たな省庁体制の下で、農村開発部門が適切な位置づけを与

えられることが望まれる。また、農村開発大臣の空席後開催されていない農村開発フォーラム

（RDF）についても新たな体制の中で再開されることが望ましい。

５－２　生計向上モデルの継続的な活用及び更なる発展

プロジェクトを通じて作成された生計向上モデルはコミュニティ開発官（CDO）や農業普及員

（AEO）の OJT に活用され、彼らの一部は業務を推進するうえで十分な知見を有するに至ってい

る。同モデルの継続的な活用と更なる発展に向けて、以下の事項が執られることが望ましい。

①　コミュニティ開発予算の確保

②　CDO 及び AEO の現場配置とそれに必要な環境整備

５－３　パイロットコミュニティー 6 カ村における主体的なプロジェクトの実施

パイロットコミュニティー 6 カ村では、プロジェクトの終了を見据えたうえでの活動を CDO
の支援を受けながら自ら計画立案し、実践できるようにすることが求められる。

５－４　デモンストレーションファームの持続的な活動

ジュバ近郊の農村に対して、営農モデルを示した展示圃場（デモファーム）については、持続

的な運営に向けて適切な運営母体が設立されることが望ましい。

５－５　結　論

南スーダンでは、長期にわたった内戦によって、コミュニティーの住民間の社会的関係性が崩

壊しており、住民同士が協働するような文化が欠落している。このような状況において、プロ

ジェクトが導入した生計向上モデルは、農業、収入創出、公共施設の建設など、共通の目標に対

して、グループ活動を軸に行うものであった。このような包括的なアプローチは、異なる部族間

や帰還難民と既存住民の間など、緊張関係を有する地域社会において、住民の協働する機会を提

供するものであり、新たな人々の社会的な関係の構築には効果的であった。

そして、同モデルの実施において中核となった CDO は、コミュニティー住民に対するファシ

リテーター及びアドバイザーとして、公的及び民間のサービス提供者とコミュニティーをつなぐ

役割を果たした。

プロジェクトは、計画どおりに成果を生み出しており、その目標は実施期間内に達成すること

が予期される。したがって、プロジェクトは計画どおり 2012 年 2 月をもって終了することとす

る。

以上
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別添資料２ 

 
各モデルサイトの活動の現状 

2011 年 9 月現在 

 村 基礎情報 農業 収入創出 水供給 保健 教育 
1 カプリ 

(担当 CDO６名) 
90 世帯、約 900 人 
ジュバ市へのアクセ

ス良好、部族の混合及

び IDP の帰還 

グループ A (15 名)*¹ 
農家講師 (7 名) 
展示圃場設置 

養蜂 (16 名) 新規井戸（ポンプ設置）

１基、修理井戸１基 
保健教育 (50 名)  

2 ニャミニ 
(担当 CDO７名)

249 世帯、1544 人 
3 つの集落より構成さ

れる、部族の混合及び

IDP の帰還 

2 つのグループ A (計 30 人) 
2 つのグループ B (計 27 人) *² 
農家講師 (10 名) 

ルルの実加工（石鹸製造）

(6 名) 
新規井戸（ポンプ設置）

１基、修理井戸３基 
保健教育 (50 名)、 
多目的センター内に

ヘルスポスト設置（位

置に当たり 17 人の患

者有り） 

多目的センターに 2
教室設置し、語学教

育実施 

3 コルジック 
(担当 CDO８名)

1115 人、 
ジュバ市へのアクセ

ス良好、部族の混合及

び IDP の帰還 

グループ A (12 人) 
農家講師 (０名) 
展示圃場設置 

乳製品加工 (10 名) 
ベーカリー (10 名) 

新規井戸（ポンプ設置）

2 基、修理 2 基 
 小学校での園芸指導 

4 シリモン 
(担当 CDO７名) 

303 世帯、1524 人 
自然資源に恵まれる、

小学校、ヘルスセンタ

ー所在 

2 つのグループ B (計 35 名) 
農家講師 (4 名) 

養蜂 (10 名) 
ルルの実加工（石鹸製造）

(18 名) 

1 新規井戸（ポンプ設

置）１基、修理 2 基 
保健教育 (50 名) 小学校での園芸指導 

5 カンスーク 
(担当 CDO７名) 

40-50 世帯、300 人 
ナイル川近く、道路状

況が劣悪でジュバへ

のアクセス困難 

グループ A (13 人) 
グループ B (10 人) 
農家講師 (7 名) 

漁・魚加工 (24 名) 
村の小売店 (14 名) 
養蜂 (15 名) 

   

6 ブング 
(担当 CDO５名) 

2737 人 
良好なリーダーシッ

プによるコミュニテ

ィーが良く組織され

ている 

グループ A (19 人) 
グループ B (123 人) 
農家講師 (3 名) 
野菜生産女性グループ 

養蜂 (12 名) 
ヤギ育成 (18 名) 
農作物ミル加工所 (20 名) 

新規井戸（ポンプ設置）

１基、修理 2 基 
 小学校建設中 

*¹; グループ A は、新規営農技術の実践を、コミュニティーの中で、共有地を確保して行うグループ。 
*²; グループ B は、新規営農技術の実践を、農家自身の農地を利用して行うグループ。 
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